
第11回内閣府有識者会合（2025年4月23日） 

フュージョンエネルギーの早期実現、産業化に向けた世界の動きと我が国 

2025.4.23 

フュージョンエネルギー産業協議会、京都フュージョニアリング（株） 小西哲之 

1．イノベーション戦略改定について

〇政策の方針は,明確に以下の方向でおおむねアラインされている。

・フュージョンエネルギー実用化の加速 

・国内産業育成―民間主導での開発を推進 

・フュージョンエネルギーサプライチェーンの構築と国際的地位の確保 

→以上の観点において、産業界、フュージョン産業・企業としての立場を中心に分

析した結果に基づき、戦略改定案を提案する。 

〇技術マップ分析と従来の「段階的計画」「アクションプラン」の見直し。 

・技術マップは、我が国の核融合研究開発の成果を如実に示す。 

・ITERのIn-kindコンポーネント製作,JT60SA建設,BA活動で、国内のフュージョン機器製

作能力は大きく向上した。 

・主として、素材、加工技術、品質管理など、高度なコンポーネントの開発に中心があ

る。 

・今後の世界の様々なフュージョン装置市場、サプライチェーンでも潜在的に大きな技術

を持っている。 

・これは国際的にも認識された我が国の強力な資産。学術上の研究開発力と並んで。今後

これをいかにして世界のフュージョン産業の中で我が国の国力として確保するかが課

題。 

・一方、残念ながらガラパゴス的技術もある。また、ITER後の需要がなく、技術、人材、

製造設備がすでに失われつつあるケースも散見されている。 

・この産業マップの最大の課題は、実はここにリストされたものでなく、リストされなか

った分野にあることは着目しなければいけない。ITERが我が国に来なかったこと、ITER

で今後In-Kindでなく建設、全体統合調整、運転の過程での参加によって得られるはず

だった産業技術はここではリストされていない。 

・例えば土木建築、プラント技術、統合技術など、我が国が潜在的には強みを持ちなが

ら、ここで得られないものは国内施策として考えなければならない。 

・さらにビジネス開発、国際市場戦略、金融、事業経営の分野はこれまで考えられていな

い。 

〇安全規制について 

・原子力基本法の下にありながら、フュージョンの特殊性は明確に認識され、方針が示さ

れた。 

・今後は、速やかに具体的な事業計画を提示し、ステークホルダー間の情報交換と意思決

定の場で、国としての推進と安全確保の両立を図る必要がある。 

・その場では、フュージョンエネルギーに向けた各事業の持つ潜在リスクとその制御を事

業者、立地社会、規制許認可機関の間で共有し、速やかな合意と安全を大前提として事

業の推進を図る。 



・さらにその結果から一般的な規制と許認可の方法論を抽出し、国際的にも調整しつつ、

世界的視点での共有を目指す。 

 

2． イノベーション戦略改定の骨子 

 

〇「段階的開発計画」の見直し。 

・文科省の下にあった「核融合研究開発」「原型炉計画」を見直し、内閣府主導の「フ

ュージョンエネルギー戦略」へと転換する。 

・ITER技術を最大限活用し、実用炉に向かう基本戦略は継続する。一方、その戦略目標

を国主導の「第4段階・原型炉」のみとする観点を見直し、「早期市場導入開拓を目

標とする民間主導の開発（複数概念）」を加える。 

・文科省は、フュージョンエネルギー開発基盤整備、基礎学術の追及、人材育成に注力

する。特に、民間では整備運営の困難な大型設備、放射線施設を中心とした技術と

知識、経験の集積を行い、その中核（center of excellence）として活動する。 

 

〇「フュージョン産業育成」への注力。 

・内閣府に「司令塔」組織を設置し、各省庁間にまたがるフュージョン産業育成    

事業を統括する。 

・直近次世代のフュージョン開発装置は、民間イニシアティブによる最短期間、最小限

出力での発電実証可能性の追求（パイロットプラント）による産業化のための技術

開発を中心に行う。 

・このために、国や公的機関の財政出動、投資、民間支援を行い、内閣府がこれを調整

する。 

・フュージョン産業の育成を通じた世界のサプライチェーンの構築と技術力の集積を民

間企業の育成により推進する。民間企業施設を含めた国際協力により、先端技術に

よる競争力の確保と設備の効率的共用を進める。 

・世界のフュージョン産業市場における優位な地位の確保と価値創出を目指し、エネル

ギー技術による国家セキュリティ確保に資する。 

 

3． 当面する課題への対応 

 

〇 イノベーション拠点の整備について 

・QST,NIFS,大学における特徴あるフュージョン研究施設は国際競争力のある重要な資産

として、今後の産業創出に向けた開発、民間では困難な研究に向けて整備を進め

る。 

・民間の研究施設の大型化、整備に伴い、国際協調、効率的な相互利用が求められてお

り、利害の一致する2国間、多国間の緊密な協力を構築する。 

・特に、最も足りないものは、ニュークリアテクノロジーであり、中性子を発生し、そ

れを制御するブランケットシステムはITER計画の新ベースラインでも計画がなく、

この整備が急務。 

・トリチウム燃料サイクルも、安全性の確保、国際的な許認可体制の構築に向けて、成

熟が必要。 

・商業化に向けては、材料の開発とその品質管理、標準化が必須。強力中性子源による

重照射施設の整備は国際的課題である一方、照射健全性信頼性データに基づく材料



サプライチェーンが産業化で必須。 

 

〇人材育成 

・現在すでに、国際的にフュージョンの基礎的素養を持ったワークフォースの不足は明

確になっている。今後の産業化の促進のためには、即戦力の育成が急務。 

・一方、公的機関に遍在するフュージョン研究の知識、人材は急速に失われつつあり、

今後の新産業創出に向けた人材への継承が必要。このためには、民間および産学の

人材交流の推進、キャリアパスの多岐化が必要で、支援策が望まれる。 

・ワークフォースは、研究人材よりもむしろ、開発技術者、ビジネス、プロジェクトマ

ネジメント、事業経営で必要。ディープテック分野の会社経営現代化が重要。 

 

〇安全規制の対応 

・産業界側から、具体的なフュージョン事業の提案を出して、サイト条件、サイト候補

を示す。 

・規制庁側とは緊密に連絡を取りながら、申請書案を整備する。 

・今後のフュージョン試験施設のための申請ガイドライン検討のためのグループを組織

する。 

・フュージョン施設の環境、社会への影響調査をJ-Fusion主体で実施し、その経過、結

果を報告する。 

・立地に関心ある地元自治体と早期に意見交換を開始する。 

 

 



第11回内閣府イノベーション政策強化推進のための
有識者会議「核融合戦略」

フュージョン産業の促進に関して

令和7年4月23日

京都フュージョニアリング代表取締役

小西哲之
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提案内容の全体像

産業育成戦略：
⓪サプラチェーン
構築で産業を育成

①産業競争力を確保する
パイロットプラント・統合
実証の加速
②民間主導による2030年
代の発電実証・商用化に
向けた取組を支援
③ITER活動支援により産
業競争力確保

技術開発戦略：
⓪技術ギャップの
見直し
①コア技術のTRLを高
めるには、統合試験装
置による早期実証が不
可欠
②技術マップを踏まえ、
不足する技術は官民連
携で基盤体制、施設を
構築

戦略の推進体制：
⓪民間イニシアティブの国家支援
①企業と連携した、産業化に向けた体制整備を加速
②J-Fusion、経産省を軸とした産業化プロジェクト支援
③文科省組織は、学術基盤、産業化困難課題の克服、人材育成に注力
④官民イノベーション拠点整備により、Center of Excellence を構築 2



⚫ 国の方針を、内閣府の「フュージョンエネルギー戦略」とする

⚫ 従来の「国主体で建設する原型炉」観に加え、「早期市場導入開拓を目標とす

る民間主導の開発（複数概念）」を直近の目標とし、国がこれを支援する。

⚫ そのために内閣府に省庁間調整機能を持つ組織を設置する

⚫ 従来文科省にあった「段階的計画」を見直し、「原型炉計画」は、ITER、国内

外の官民の研究の進展を踏まえ、アクションプランにおいて再定義を行う。

⚫ 国公立研究機関は、「原型炉イノベーション拠点」として、民間では困難な技

術課題の解決、ユーザーファシリティとして整備する。

⚫ 民間研究施設に適切な国の支援を行い、また国際協力の枠組みで効率的運用を

はかる。

⚫ フュージョンエネルギーサプライチェーンの国際構築において、我が国のセ

キュリティ確保を最優先の課題とする。

イノベーション戦略改定に向けた提言（小西）
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⚫（産業）フュージョンプラント“競争”においては、開発とともに
“サプライチェーン”と、“統合技術”の実証が鍵

• フュージョン産業界は国際的開発市場で競争を展開中。

• ターゲットは2030年代の主要技術確立。

⚫（技術）日本には基盤となる技術は存在するが、工学技術としては
決定的に“Nuclear Technology”が欠けている

• 世界的にNuclearの工学実証なく、大きな技術ギャップが存在

• Nuclearライセンスを含めたハブ基盤としてQST、NIFSの役割・期待は大
きく、原型炉だけでなく民間実証を含めた基盤構築が重要

⚫（主体）数千億円の費用は産業化による回収が適切
• 国による投資を、GDP創出と技術セキュリティにより回収

• 複数省庁にまたがる研究開発支援のため、内閣府の事務局体制が適切

イノベーション戦略改定に向けた提言（小西）
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実証投資に伴う経済性・採算性について

インフラ・立地・建屋
廃棄物処理

R&Dと基盤整備
一部機器・マテリアル・放射線工
学・放射線管理・廃棄物管理

金額
（もんじゅ概算）

TBC

1,500億円

機械
設計・炉心機器

プラントシステム

5000億円

運転資金
メインテナンス

2000億円

実証にはサイズによって規模は異なるものの最低でも数千億円の単
位が必要であり、共有化・産業化が合理的に必要

形式による違い

共用可

個別

あとに続く、商用炉展
開（NOAK*による）
産業化回収
≒民間資金活用も可能

共有可による
コスト低減
研究インフラとして公
的機関が運営

5*NOAK: Number of a kind



⚫ 我が国モノづくり産業はフュージョンサプライチェーンに強み

・ITER,JT60SA等、素材、加工で世界で独自の存在

⚫ 統合技術、基盤技術でITERで期待された技術が当面得られない

・インテグレーション、土木・建築、ニュークリア、事業運営は弱み

・このレイヤーを行う企業を育成しないと国際市場で競争不可

⚫ 工学技術としては決定的に“Nuclear Technology”が欠けている

・ブランケット、燃料サイクル、ホットセル、遠隔保守、統合設計は大きな技

術リスク要因として世界で認識

・官民の既存技術、近未来プロジェクトの効果的整備と国際協力

⚫ フュージョンサプライチェーンの広がりは大きい

・国による投資を、GDP創出と次世代産業育成で回収できる

産業マップ、技術マップ分析結果の意味すること
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J-Fusion技術マップを踏まえた見解

開発課題上
のポイント

経済安全
保障上の
ポイント

Nuclear Techでの
実証知見・技術がない
（機械だけでない、建設や保守な
ど含む統合的技術の確保が必要）

国内で不可欠性技術を保有
一方で、素材等 自律性担保
は自国だけでは不可
（同志国など連携関係が必要）
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機能

閉じ込め

加熱

燃料供給

排気

燃料生産

発電

冷却

超伝導コイル

真空容器/配管

NBI装置

燃料システム

ダイバータ

ブランケット

統
合
シ
ス
テ
ム

RF装置

機器

点火
レーザー

集光工学系

真空・排気系

磁場閉じ込め型 慣性閉じ込め型

巻線 基板 導体 素線
構造物 絶縁材 巻線と構造物の一体化

           電流リード 冷凍機 大電流の電源

真空容器 真空容器             第一壁

配管 支持脚 ポート

共通分野
多様な炉形式

周辺領域

遠隔保守機器

計測装置

データ保持機器

大型計算機

シミュレーション プロジェクト推進

安全・監視

規制・許認可

土木・建築

規格・基準整備

運転・保守保全

輸出管理

金融・保険

etc

負イオン源 加速器 ビームライン

中性子化セル ビーム対向面 超高電圧電源

NBI装置

正イオン源NBI

        導波管 ランチャー ビームダンプ

RF加熱電源 ICRH    

要素技術

金属ターゲット 支持構造物 カセット 冷却管

閉構造ダイバータ ダイバータ受熱版

増殖機能材 高温高圧冷却水配管 構造物 三重水素回収

Li濃縮技術 第一壁 冷却ループ 遮蔽構造物

爆縮/加熱レーザー

シミュレーション

OEC/CBCレーザー

ミラー・ビームポート光学系駆動部

真空容器 真空ポンプ（排気系）

ターゲット製造 ターゲットインジェクション 初期トリチウム増加
燃料サイクル 排ガストリチウム回収 冷却系トリチウム回収 同位体分離設備

Ti貯蔵設備 水処理 ガス処理（T除去）不活性ガス精製

慣
性

第一壁（固体） 第一壁（液体） 増殖ブランケット（固体・液体）

液体増殖剤ループ 中間熱交換器 二次系ループ
慣
性

放射化物
取り扱い

放射線工学
ガスパフ 三重水素取扱 ペレット入射 排気

ガス種分離機 不活性ガス精製 ガス処理（T除去）
初期トリチウム装荷 排ガストリチウム回収 冷却系トリチウム回収 水処理

水素吸蔵合金

TRL 7-9

TRL4-6
TRL1-3

慣
性

慣
性

新規追加

産業化においてフュージョン環境化の実証が急務

フュージョン技術マップ

慣
性

• 核融合技術マップ（https://www8.cao.go.jp/cstp/fusion/3kai/siryo3.pdf）を参考に、J-fusion会員企業へのヒアリング等を踏まえて作成。
特にTRLは各社のアンケートに基づく
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水素吸蔵合金

TRL 7-9

TRL4-6
TRL1-3

慣
性

慣
性

新規追加

産業化においてフュージョン環境化の実証が急務

フュージョン技術マップ

慣
性

• 核融合技術マップ（https://www8.cao.go.jp/cstp/fusion/3kai/siryo3.pdf）を参考に、J-fusion会員企業へのヒアリング等を踏まえて作成。
特にTRLは各社のアンケートに基づく


